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総務省山形行政評価事務所


総務省山形行政評価事務所は、国民の立場に立った行政の実現を目指して、地域特有の問題の改善、全国的に発生が予想される問題の指摘（地域からの発信）を中心に、平成１７年度は、次のような取り組みを計画しています。
　　





　

　 

　



平成１７年度総務省山形行政評価事務所が行う行政評価・監視等スケジュール
	実施時期
	第１期
（平成17年４月～７月）
	第２期
（平成17年８月～11月）
	第３期
（平成17年12月～平成18年３月）

	テーマ名
	自殺予防に関する調査
（全国計画調査）
	少年の非行対策
に関する政策評価
（政策評価）
	ハローワークにおける
求人求職業務等の適正化
に関する行政評価・監視
（地域計画調査）

	調査目的等
	　①現行の国や地方公共団体等の自殺予防対策の実施状況、②地方公共団体や外国における先進的な自殺予防対策の実施状況、③有識者、関係者の意見等を調査し、効果的・効率的な自殺予防対策を検討することにより、関係施策の充実に資するために実施する。
	①　少年の非行対策に関する関係行政の各種施策の現状及び効果の発現状況等を調査・分析
②　少年の非行対策について、関係行政機関の各種施策が、総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、一括して、全体として評価
	　求人求職業務の適正かつ円滑な運営と信頼性の確保を図る観点から、ハローワークにおける求人求職の実施状況等について調査し、関係行政の改善に資するため実施する。

	主な調査対象機関
	　山形労働局
　山形県

　市町村

　等
	　法務省等国の関係する出先機関
　山形県

　山形県教育委員会

　市町村

　市町村教育委員会

　等
	　山形労働局
　公共職業安定所

　事業者

　関係団体

　等


　　　（注）　実施予定テーマ等については、今後変更があり得る。
地域計画調査





平成１７年度　行政評価・監視等プログラム





自ら企画立案し、行政の改善に取り組むもの





◆　全国的に発生が予想される行政問題の指摘　


○　ハローワークにおける求人求職業務等の適正化に関する行政評価・監視





◆　国民の安全・安心の確保に関するもの　


　○　自殺予防に関する調査











政策評価





本省が企画立案し、山形行政評価事務所が問題を洗い出すもの





全国計画調査








【本件連絡先】


総務省


山形行政評価事務所


　　　　　　評価監視官　五十嵐　健


　（電話）０２３－６３２－３１１３








本省が企画立案し、山形行政評価事務所が評価活動を行うもの





◆　政策の総合性を確保するための評価に関するもの　


　○　少年の非行対策に関する政策評価











